
入札公告

次のとおり事後審査型条件付き一般競争入札 【郵便方式】を行 うので、公告する。

入札参加者は、この「入札公告」のほか、入札説明書 (事後審査型条件付き一般競争入札 【郵便方式】)
(以下「入札説明書」という。)及び入札心得 (事後審査型条件付き一般競争入札 【郵便方式】)(以下
「入札心得」という。)の内容を遵守するとともに、契約締結に必要な条件を熟知のうえ、入札を行うこと。

令和元年8月 27日

大阪府営住宅指定管理者

株式会社東急コミュニティー

大阪府営住宅泉大津管理センター

1 発注の内容

2 発注スケジュール (下線部分の日程については特に注意すること)

発 注 年 度 令和元年度

工 事 名 称 大阪府営貝塚三ツ松住宅外住戸内バリアフリー化工事 (第 1工区)

発 注 所 管 部 署 株式会社東急コミュニティー 大阪府営住宅泉大津管理センター
工 事 業 種 建築工事 【工事業種は、「3 入札参加資格 ③」を参照】
工 事 場 所 大阪府貝塚市三ツ松

工    期 契約締結日 から 令和元年H月 20日 (水)ま で
工 事 概 要 手招取付・室内段差解消他工事 24戸
落  札  方  式 最低制限価格制度

入 札 書 比 較 予 定 価 格 別添書類 「予定価格及び最低制限価格の事前公表調書」

入札書比較最低制限価格 別添書類 「予定価格及び最低制限価格の事前公表調書」

支 払 条 件
前 払 金 征

部 分 払 征

か し 担 保 期 間 1年

必 要 な 火 災 保 険 等 加入要

建 設 ジ サ イ ク ル 法 非対象

配置技術者 の照合確認 非対象

入 札 説 明 図 書 等 及 び
設 計 図 書 等 の 交 付

交付期間 :令和元年8月 27日 (火)か ら9月 3日 (火)までに申請を受けたもの
について、9月 4日 (水)ま でにメールにて送信
(※設計図書閲覧申請書及び個人情報保護に関する同意書の提出者のみ。 )
ただし、設計図書等閲覧申請の受付期間は、
今 和〒iどこR月 27 日 rJた  ヽか 沐9周 3日

`J火

)年絡 3時手とで 力十 る

予定価格等 の事前公表
公表期間 :令和元年9月 4日 (水)か ら入札書提出締切日まで
※設計図書閲覧申請者にメールにて配布

入札公告及び設計図書等に
対 す る質 問 及 び 回 答

質問期間 :令和元年9月 4日 (水)午前10時から9月 7日 (土)午後4時まで
最終回答日時 :令和元年9月 9日 (月 )午後5時

入札書の提 出及 び開札

提出先 :〒 5950062

大阪府泉大津市田中町9-17

日本郵便爛 泉大津田中郵便局留
大阪府営住宅指定管理者 株式会社東急コミュニティー
大阪府営住宅泉大津管理センター 行

(一般書留又は簡易書留のいずれかの方法により郵送すること。)

開札日時 :令和元年9月 18日 (水)午後 1日寺
開札場所 :株式会社東急コミュニティー 大阪府営住宅泉大津管理センター

落札候補者 へ の連 絡 日 開札日と同日に、電話又はFAXに より連絡する。

事後審査申請書提出期限
姑象者のみ開札後、連絡するn

基本的に入札日の翌日 (土 日祝を除く)午後5時まで
【重要】郵送による入札方式のため、入札書提出 (郵送)は余裕をもつて行つて下さい。



3 入札参加資格
入札参加者は、「下記の項目」をすべて たしていること

(※ 1)【重要】
監理技術者又は主任技術者は、公共性のある工作物に関する重要な工事には、工事現場ごとに専任の者を
配置する必要があります。 (建築業法第26条第3項 )
この場合、特定建設業又は一般建設業の許可要件である「経営業務の管理責任者」及び「営業所における
専任技術者」の配置は認められません。

【重要な工事とは、請負代金額2,500万円以上 (建築一式工事の場合は、5,000万円以上)の工事です。】
(※ 2)【重要】
同一年度において複数の入札に入札書の提出を認めている場合、開札日時の早い順で落札候補者となった
者は、大阪府営住宅指定管理者東急コミュニティーにおけるその業の他の案件の入札参加資格は、その時点
で失うものとする。

4 担当

①共通入札説明書で示す
参加資格

「すべて満たしていること」

②建設業法の業種及び
許可の種類

「建築工事」の「特定建設業」又は「一般建設業」の許可を有していること。

③入札参加資格の認定
公告の日までに大阪府建設工事入札が加資格者の工事業種で「建築工事」の

登録があること。

単 体 企 業④入札参加が可能な
企業形態及び等級

適応する等級年度
平成29年度〔 〕

ランク B,C

⑤入札参加が可能な業者の
経営規模

経営規模等評価結果通知書のY点及び建築工事のP点がそれぞ

企業

れ650点以上の

⑥入札参加が可能な業者の
所在地

、松原市、藤井寺市、羽曳野市、大阪狭山市、高石市、
富田林市、人尾市、河内長野市、柏原市、泉佐野市、貝塚市、和泉市、
岸和田市、泉大津市、泉南市、阪南市

堺市全域、大阪市全域

⑦経営事項審査の
審査基準日

有効期限内の経営規模等評価結果通知書を有していること。

(開札日の1年7ヶ 月前 平成30年2月 18日 以降のもの)
①配置技術者 「建築工事」の「監理技術者」又は「主任技術者」を配置できること。 (※ 1)

⑨その他の入札参加資格

(1)過去10年以内に公営
あること。

住宅において、住戸内バリアフリー化工事の実績が

(2)大阪府営住宅指定管理者東急コミュニ>ィ ー令和元年度の発注案件におい
て、単体企業等の発注実績がないこと。

⑩他の案件への入札参加

入札参加要件を満たす者 (他の案件の事後審査型条件付き一般競争入札におけ
る建設業法、企業等級、入札参加が可能な業者の所在地など全ての要件を満た
す者)は重複して参加できる。 (※ 2)

担当部署 担当業務

入  札  担  当

可
~595-0025

泉大津市旭町22番45号 テクスピア大阪3階
大阪府営住宅指定管理者
株式会社東急コミュニティー
大阪府営住宅泉大津管理センター
電話番号 072528-0012

・入札執行
・契約関係
。設計図書の内容及び
技術者の配置方法



交付書類一覧表

■交付書類一覧

指 理者ホームページ入札サイ トから交付するもの (設計図書等閲覧申請が必要ないもの)

メ(Acrobat PDF:Adobe Acrobat PDF刃 多テヽ  /  Word DOC:Microsoft Word DOC刃 多ラ馬

指定管理者から交付するもの (設計図 覧申請が必要なもの)

書類等名称 書類概要 ファイアレ形式 (※ )
入  札  公  告 ・入札公告 Acrobat PDF

・入札手続フロー

事後審査型条件付き一般競争入札 【郵便方式】
Acrobat PDF

・入札心得
事後審査型条件付き一般競争入札 【郵便方式】

Acrobat PDF

・入札説明書
事後審査型条件付き一般競争入札 I郵便方式】

Acrobat PDF

・工事指示書・請書 (案 ) Acrobat PDF
・質疑書

共 通

Word DOC
。質疑回答書 (入札公告に関する回答) 案件毎 Acrobat PDF
・個人情報保護に関する事項 (工事請負 ) Acrobat PDF

・建設産業における生産システムの合理化指針 Acrobat PDF
・入札書等の作成から郵送までの手順 Acrobat PDF
・確認チェックリス ト Acrobat PDF
。同額抽港の方法 Acrobat PDF
・設計図書等閲覧申請書 Word DOC

・入札参加申出書 Word DOC
・入札書 Word DOC
・入札辞退届 Word DOC
・入札用封筒 Acrobat PDF

入 札 ・ 契 約 関係 書 類

・郵送用封筒 Acrobat PDF
・事後審査申請書 Word DOC
・配置技術者調書 Word DOC

事 後 審 査 関 係 。主任技術者の実務経歴書
(実務経験により主任技術者となる場合のみ)

共通

Word DOC

書類等名称 書類概要 交付方法
・設計図書 (特記仕様書含む)
・補足説明書
・予定価格調書及び最低制限価格調書

設 計 図 書 等

・質疑回答書 (設計図書等に関する回答)

案件毎 メールにて送信



書類等名称 提出方法

設 計 図 書 等 の 交 付 他
・設計図書等閲覧申請書 メールに添付 し、

指定管理者へ送信・質疑書

■提出書類一覧

メール添付で提出するもの

郵送により提出するもの

持参により提出するもの

※事後審査の対象となったもの (落札候補者)についてのみ、指定管理者より連絡するので、指定日時までに
提出すること。 (基本的に連絡する日の翌日 (土 日祝を除く)の年後5時までとする。 )
なお、指定する期日までに提出がない場合は、当該事後審査の対象者の入札は無効とする。

書類等名称 提出方法

入 札 書 の 提 出
・入札書 一般書留又は簡易書留により郵送
・入札参加申出書 入札書に同封

書類等名称 提出方法
。事後審査申請書

持参により提出

【提出先】
大阪府営住宅指定管理者
株式会社東急コミュニティー
大阪府営住宅
泉大津管理センター

,大阪府建設工事競争入札参加資格審査結果の写し
。経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の写し

建設業許可証明書の写し (発行日 :3ヵ 月以内)

当該工事に類する工事実績 (工事内容のわかる契約書などの写し)
。配置技術者調書
。主任技術者の実務経歴書 (実務経験により主任技術者となる場合のみ)
・組合員名簿 (組合の場合のみ)


